
平成１７年第５回定例県議会提出予定議案の概要（予算関係）

（平１７．１１．２４）

１ 平成１７年度一般会計予算の補正

補正予算の規模

補正額 △ ２,２８８,２８５ 千円

既定額 ７８６,０６０,２６１ 千円

累 計 ７８３,７７１,９７６ 千円

［参 考］

前年度同期予算額 ８３４,４０６,９２７ 千円

対 比 △ ５０,６３４,９５１ 千円

伸 率 △ ６１ ％ ．
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（１） 歳 入
(単位 千円 △印は減を示す)

区 分 補 正 額 備 考

国 庫 支 出 金 △ 463,232 ○ 国 庫 負 担 金 △ 531,537

○ 国 庫 補 助 金 68,305

繰 入 金 △ 1,877,000 ○ 基 金 繰 入 金 △ 1,877,000

県 債 36,000

そ の 他 15,947 ○ 使 用 料 及 び 手 数 料 684

○ 諸 収 入 15,263

補 正 額 合 計 △ 2,288,285
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（主なもの）（２） 歳 出
◎印は補正新規事業、●印は国関連の補正新規事業を表す

事 項 補 正 額 事 業 の 概 要

１２月補正予算の内訳

① 職員給与費等の整理に伴うもの △ 2,431,150

② その他の事業 142,865
（緊急性の高い事業、９月補正後の事情変化に対応するための事業）

合 計 △ 2,288,285

△ 2,431,150 ○職員給与費等職員給与費等の整理

給与改定に伴うもの △ 42,621
給与改定実施時期 平成17年12月１日
主な改正の内容

・給与改定率 △0.33％
・期末・勤勉手当の引上げ 0.05月分

給与改定以外の関連補正 △ 2,388,529
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事 項 補 正 額 事 業 の 概 要

142,865そ の 他 の 事 業

10,000（地域県民委員会関係）
防 災 局 10,000 ◎震度情報ネットワークシステム改修事業費 10,000

震度情報の迅速かつ確実な受送信環境を整備するため、電話
回線数の増設を行うとともに、これに伴う機器の増設・シス
テム改修を実施

12,100（厚生環境委員会関係）
健 康 局 10,000 ◎自立支援医療制度導入事業費 10,000

障害者自立支援法の成立に伴い、平成18年４月の新制度の円
滑な導入に向けて、現在の精神通院公費負担制度受給者への
通知等や精神保健システムの改修を実施

福 祉 局 2,100 ●障害者自立支援諸費 2,100
障害者自立支援法の成立に伴い、平成18年４月の新制度の円
滑な導入に向けて、障害程度区分認定調査員等への研修、市
町村審査会運営等に係る試行事業等を実施

120,765（農林商工委員会関係）
林 政 部 120,765 ○災害関連緊急治山等事業費 120,765

30,210 → 150,975
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（３） 繰 越 明 許 費
１７ 件 ３，９３７，１３２千円

○ 農林商工委員会関係 ３ 件
治山事業費 ほか

○ 県土整備委員会関係 １４ 件
土木施設災害復旧費 ほか

（４） 債務負担行為

追 加 分 １ 件 ５３６，４５２千円

○ 県土整備委員会関係
平成17年発生公共土木施設災害復旧工事
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２ 平成１７年度特別会計予算の補正
（単位 千円 △印は減を示す）

（１） 乗用自動車管理特別会計
自 動 車 管 理 費 職員給与費 △ 2,360

（２） 病 院 事 業 会 計
収 益 的 支 出

医 業 費 用 職員給与費 △ 143,823

（３） 水 道 事 業 会 計 △ 57,112
収 益 的 支 出

営 業 費 用 職員給与費 △ 43,806
資 本 的 支 出

建 設 改 良 費 職員給与費 △ 13,306

（４） 工 業 用 水 道 事 業 会 計 159
収 益 的 支 出

営 業 費 用 職員給与費 23
資 本 的 支 出

建 設 改 良 費 職員給与費 136

（５） 県 営 住 宅 特 別 会 計 63,491
住 宅 事 業 費 職員給与費 550

償却充当準備基金積立金 60,272
敷 金 運 用 費 敷金運用基金積立金 2,669

（６） 流 域 下 水 道 特 別 会 計 △ 1,448
建 設 費 職員給与費 △ 1,511
維 持 管 理 費 職員給与費 2,965
積 立 金 維持管理基金積立金 △ 2,902


